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先行自治体の取り組みにおける主な成果について 

 

１．岡山県岡山市「デイサービス改善インセンティブ事業」 

対象サービス 通所介護 

事 業 概 要 ・参加事業所に対し、５つの指標でストラクチャー（体制）・プロセス（過 

程）評価を行い、指標を達成した事業所には、利用者の状態改善の状況を 

バーセルインデックス調査の結果によりアウトカム（成果）評価を行う。 

・アウトカム評価が上位の１０事業所には、奨励金（１位：３０万円、２・ 

３位：各２５万円、４位以下：各１０万円）の付与及び市長表彰を行う。 

評 価 指 標 【ストラクチャー・プロセス評価】 

①外部研修への参加状況、②医療機関との積極的連携、③認知症高齢者の受

け入れ、④機能訓練指導員の常勤換算人数、⑤介護職員のうち介護福祉士の

常勤換算人数 

【アウトカム評価】 

利用者ごとに６か月間の状態改善の状況をバーセルインデックスで評価 

主 な 成 果 【定性的効果】 

・事業所と協力して事業を実施する過程で、介護保険の理念である「自立」

の再確認と、要介護者等の状態像を維持・改善させることが利用者のＱＯ

Ｌの確保につながるという意識の統一ができた。 

・事業所が日常生活機能評価を実施することで要介護者等の状態像が把握

でき、状態像を改善しようとする意識を促すことができた。 

【定量的効果】 

①要介護度の改善 

  平均要介護度の推移を比較すると、参加事業所の方が不参加事業所よ

りも要介護度の悪化が少なく、アウトカム評価の上位事業所は要介護度

が改善している。 

 H27.9 H28.12 差（伸び率） 

アウトカム上位 1.518 1.454 -0.06（-4.2％） 

参加事業所 1.457 1.543  0.09（ 5.9％） 

不参加事業所 1.551 1.719  0.17（10.8％） 

②介護給付費の抑制 

  一人当たりの月額介護給付費を比較すると、参加事業所の方が不参加

事業所よりも給付費の伸びが少なく、アウトカム評価の上位事業所はさ

らに伸びが少ない。 

 H27.9 H28.12 差（伸び率） 

アウトカム上位 85,847円 87,479円 1,632円（ 1.9％） 

参加事業所 86,075円 95,353円  9,278円（10.8％） 

不参加事業所 92,670円 105,790円  13,120円（14.2％） 
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２．東京都品川区「要介護度改善ケア推奨事業」 

対象サービス 品川区施設サービス向上研究会に参加する社会福祉法人等が運営する高齢

者施設（特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、特定施設） 

事 業 概 要 入所施設職員の意欲向上を図るとともに、さらに質の高い介護サービスの

提供継続を推進することを目的として、サービスの質の評価（セルフチェッ

クの実施）を前提に、前年度中に入所者の要介護度が軽減した場合に、軽減

した人数に応じた奨励金（２万円／人×最長１２カ月）を支給する。 

評 価 指 標 要介護認定における要介護度 

主 な 成 果 ・セルフチェックにより、「自己評価の実施」、「結果の総括と公表」、「向上

計画の作成」というＰＤＣＡサイクルによる継続したサービス水準の向

上が図られている。 

・努力したことが可視化されることで職員のモチベーションが向上し、入

所者の身体状況の改善だけでなく、職員の離職防止にも寄与している。 

・介護報酬が減額となった部分が補填されることから、法人全体で改善に

取り組む機運が高まる。 

・介護給付費の減額に寄与している。 

＜奨励金の交付対象施設数及び対象人数＞ 

年度 対象施設数 対象人数 改善度 

平成２５年度 １０施設 ４７人 １段階：４１人 

２段階： ５人 

３段階： １人 

平成２６年度 １２施設 ４３人 １段階：３６人 

２段階： ５人 

３段階： ２人 

平成２７年度 １３施設 ６１人 １段階：４１人 

２段階：１５人 

３段階： ５人 

平成２８年度 １５施設 ７１人 １段階：５１人 

２段階：１７人 

３段階： ２人 

４段階： １人 

平成２９年度 １６施設 ５１人 １段階：３４人 

２段階：１２人 

３段階： ４人 

４段階： １人 

平成３０年度 １８施設 ９８人 １段階：７１人 

２段階：１７人 

３段階： ６人 

４段階： ４人 
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３．神奈川県川崎市「かわさき健幸福寿プロジェクト 要介護度等改善・維持評価事業」 

対象サービス 全サービス 

事 業 概 要 ・居宅介護支援事業所（ケアマネジャー）を中心とした他（多）職種の連携 

による相乗効果により、質の高いサービスを提供し、その成果について評 

価を行う（特別養護老人ホームやグループホームにおいても、配置される

様々な職種の職員間の連携によるチームケアを評価）。 

・毎年７月から翌年６月までの１年間を評価期間として、「要介護の改善」

又は「ＡＤＬ等の一定の改善」があった事業所に対し、報奨金（対象者一

人当たり５万円）の付与、市長表彰及び認証シールの交付等を行う。 

・利用者に対し、キーホルダーや参加者証を交付 

評 価 指 標 要介護度又はＡＤＬ等（認定調査票における能力評価の１８項目） 

主 な 成 果 ・参加事業所へのアンケートでは、「職員が改善を意識した視点を持つよう

になった」や、「本人の意欲が向上した」との回答が半数を超えている。 

・また、多職種連携に関する質問では、「事業への参加により、事業所間で

情報共有が図られた」との回答が５０％で最も多くなっている。 

＜要介護度の変化＞ 

 
第１期 

（H28-H29） 

第２期 

（H29-H30） 

第３期 

（H30-R1） 

要介護度が改善した人 
３４人 ７３人 ９６人 

１５．９％ １４．１％ １４．９％ 

要介護度を維持した人 
１０５人 ２４８人 ２９１人 

４９．１％ ４８．１％ ４５．３％ 

上記以外の人 
７５人 １９５人 ２５６人 

３５．０％ ３７．８％ ３９．８％ 

合 計 ２１４人 ５１６人 ６４３人 

＜要介護度軽度化率等の比較＞ 

  ３期を通じて、軽度化率は事業参加者が全国平均を上回っており、重度

化率は全国平均を下回っている。（「維持」の定義は上表と異なる。） 

  事業参加者 全国平均 

第１期 

（H28-H29） 

軽度化 １７．８％ ９．９％ 

維 持 ６７．２％ ７２．０％ 

重度化 １５．０％ １８．２％ 

第２期 

（H29-H30） 

軽度化 １５．０％ ８．８％ 

維 持 ６８．７％ ７３．２％ 

重度化 １６．３％ １７．９％ 

第３期 

（H30-R1） 

軽度化 １７．１％ ８．７％ 

維 持 ６６．２％ ７４．１％ 

重度化 １６．６％ １７．２％ 
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４．愛知県名古屋市「介護予防・日常生活支援総合事業における介護予防改善加算」 

対象サービス 基準緩和型サービスのうち、「ミニデイ型通所サービス」及び「運動型通所

サービス」 

事 業 概 要 ・「ミニデイ型通所サービス」と「運動型通所サービス」を対象に「介護予

防改善加算」を創設 

・基本チェックリストを活用し、利用者の心身の状態に改善がみられた場

合に、サービス終了月において、所定単位数（５０単位）に利用月数（上

限６か月）を乗じた単位数を加算 

評 価 指 標 介護予防・日常生活支援総合事業における「基本チェックリスト」 

①ミニデイ型 

基本チェックリストのNo.1からNo.20までの項目について、サービス

終了時における該当項目の合計数がサービス利用前の該当項目の合計数

よりも減少していること。 

②運動型 

  「ミニデイ型」の要件に加え、基本チェックリストのNo.6からNo.10

までの項目について、サービス終了時における該当項目の合計数が、サー

ビス利用前の合計数よりも増加していないこと。 

主 な 成 果 ・平成３０年度では、「ミニデイ型」で１７％、「運動型」で３０％の事業所

が、介護予防改善加算を算定している。 

・平成２８年度から令和元年度までの利用者のうち、状態が維持又は改善

した者の割合は８割以上となっている。 

・利用者からは、「積極的に外出するようになった」、「食事や栄養にも気を

つかうようになった」、「生活に張りができた」といった意見がある。 

＜基準緩和型サービスの状況＞ 

①指定事業所数 

 平成29年4月 平成30年4月 平成31年4月 

生活支援型訪問サービス 204か所 280か所 307か所 

ミニデイ型通所サービス  59か所  70か所  63か所 

運動型通所サービス 131か所 146か所 143か所 

②利用者数 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

生活支援型訪問サービス 184人/月 1,244人/月 2,298人/月 

ミニデイ型通所サービス  49人/月  189人/月  214人/月 

運動型通所サービス 464人/月  541人/月  608人/月 
 

 


